
令和２年度行政評価結果概要

事業
方向性

評価理由・コメント

1
広報紙発行事業
【秘書広報課】

広報紙を通して、市の取り組みやまちのイベント、話題、蕨の歴史の紹介など、さまざまな行政情報を公開している。広報
紙は毎月１日に発行。発行までに行政情報を集約し、事業の進捗状況・市民に伝える情報などを精査するほか、日頃の
取材活動を通じ、市民から市政や地域などのさまざまな情報も集約している。なお、行政連絡員が、原則５日までに全戸
配布している。

※広報紙発行部数（月）…３６，０１５部（平成３０年度）、３６，１９２部（令和元年度）
【令和元年度決算額　１４，４９４，２０８円】

継続

改善・効率化

行政情報の発信等の観点から、広報紙の役割はいっそう
大きいものとなっている。市民の関心や、社会・まちの課題
に対応した企画等の掲載を進めつつ、高齢者等も含めた
見やすさにも配慮・工夫し、市民ニーズに沿った情報発信
に努められたい。

2
美化推進事業
【安全安心推進課】

「さわやか環境の日・クリーンわらび市民運動」（年２回）、環境整備及び環境美化運動の推進、不法投棄・ごみの投げ捨
て禁止等の啓発用看板を作成、駅東西口の路上喫煙禁止区域における喫煙禁止の啓発をし、環境美化意識の向上を
図り、清潔で美しいまちづくりを推進している。

※不法投棄の回収件数…３７０件（平成３０年度）、２５８件（令和元年度）
【令和元年度決算額　１，７２０，３２５円】

継続

改善・効率化

市民との協働により成果を上げている事業である。今後も、
公衆衛生推進協議会や町会と連携し、高齢化が進むなか
でも、クリーンわらび市民運動の参加を促すような取組や、
増加する外国人住民への参加の呼びかけ・マナーの周知
等について工夫に努めるなど、引き続き、環境整備及び環
境美化運動を推進されたい。

3
特定健康診査事業
【医療保険課】

生活習慣病の早期発見・予防を目的に、４０歳以上の国民健康保険被保険者を対象とした健康診査を実施している。
（実施方法）
対象者に受診券を送付（６月）し、１０月までの受診期間に、受診者が蕨・戸田市内の指定された健診機関に予約した上
で、受診する。受診した健診機関からは、受診者に対して受診結果通知表が交付される。自己負担額８００円。ただし、世
帯主と国保加入者の全員が住民税非課税の世帯の者は無料。

※特定健康診査の受診率…４６．６％（平成３０年度）、４５．６％（令和元年度）
【令和元年度決算額：５１，１５９，３３５円】
　国庫負担額　１１，１０２，０００円
　県負担額　１１，１０２，０００円

継続

改善・効率化

これまでも受診率の向上に向け、受診特典の付与や勧奨、
周知の積極的な実施や工夫に取り組み、一定の効果が見
られるが、目標値の達成にあたっては、引き続き啓発等の
研究・工夫に努められたい。

4
健康診査事業
【医療保険課】

生活習慣病の早期発見・予防、健康の保持増進を目的に、後期高齢者医療制度被保険者を対象とした健康診査を実施
している。
（実施方法）
対象者に受診券を送付（６月）し、１０月までの受診期間に、受診者が蕨・戸田市内の指定された健診機関に予約した上
で、受診する。受診した健診機関からは、受診者に対して受診結果通知表が交付される。令和２年度より自己負担が不
要となり無料で受診ができるようになった。

※後期高齢者健康診査の受診率…４９．６％（平成３０年度）、４８．２％（令和元年度）
【令和元年度決算額：３９，８５２，１９１円】

継続

改善・効率化

自己負担の廃止を踏まえた受診率の今後の動向を注視し
つつ、引き続き、事業の重要性を丁寧に周知するなど、啓
発や働きかけ方を工夫・研究し、受診率の向上に取り組ま
れたい。

5
障害者日常生活支援事業
（紙おむつ給付事業）
【福祉総務課】

常時紙おむつを必要とする障害者を対象に、紙おむつを支給し、その家庭の経済的負担の軽減を図っている。利用希望
者は、常時おむつが必要である旨の医師の診断書を添えて申請し、市は予算の範囲内で、希望する種類の紙おむつを、
現物給付している。なお、紙おむつは、月に１回、業者が直接自宅に届けている。

※延べ支給件数…７２６件（平成３０年度）、６８４件（令和元年度）
【令和元年度決算額：１，９８９，３０７円】

継続

改善・効率化

本事業により、利用者家族の経済的負担の軽減が図られ
ている。助成の対象者については、介護保険室において同
様に実施している当該制度と連携を図るなど、利用者の
ニーズに対応した柔軟な運用に努められたい。

No.
事業概要
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委員会評価
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6
ファミリーサポート事業
【児童福祉課】

育児の援助を行いたい方と育児の援助を受けたい方からなる会員組織のファミリー・サポート・センターの運営を蕨市社
会福祉協議会に委託して実施している。また、風邪や発熱などの病気のお子さんの預かり、宿泊を伴う預かり、その他緊
急を伴う預かりなどの保育を緊急サポートセンター埼玉（特定非営利活動法人病児保育を作る会）に委託して実施してい
る。

※ファミリーサポートセンター活動件数…１，８２６件(平成３０年度)、２，２６８件(令和元年度)
【令和元年度決算額　８，０６１，２７８円】
　国庫補助額　１，９３３，０００円
　県補助額　１，９３３，０００円

継続

改善・効率化

今後も子育て家庭の多様なニーズに対応していくことが求
められている。依頼会員については増加しているが、引き
続き、潜在的なニーズを掘り起こすべく周知を図り、急用時
の利用などに備えた登録を促進されたい。また、提供会員
についても、依頼会員の増加に対して継続的に対応できる
よう、会員の確保に向けて工夫に努められたい。

7
児童相談事業
【児童福祉課】

子育てに対する不安感を軽減し、子育て家庭の孤立防止・虐待の防止に取り組むため、家庭児童福祉に関する専門知
識を有する家庭児童相談員を配置し、子どもに関するあらゆる相談（育児・しつけ・発達・虐待・非行）に応じている。「ふ
れあい相談（各児童館に年2回出向いて子育て相談に対応）」、「相談室における電話や来室での相談」、「家庭訪問によ
る相談」を実施しているほか、要保護児童地域対策協議会において支援内容の検討・情報共有を行っている。

※家庭児童相談件数…３，０３４件(平成３０年度)、２，９６８件(令和元年度)
【令和元年度決算額　２，４５８，４９９円】

継続

拡充

更なる相談・支援体制の充実を図れるよう、「子ども家庭総
合支援拠点」の早急な設置を図るとともに、専門的な知識・
経験を有する人材の継続的な配置などに努められたい。ま
た、特に児童虐待の防止については、引き続き、関係機関
と緊密に連携を図りながら対応にあたられたい。

8

高齢者日常生活支援事業
（高齢者世帯民間賃貸住
宅家賃助成金）
【介護保険室】

民間賃貸住宅に居住している７０歳以上の対象世帯に対して、経済的負担の軽減を図り、生活の安定に寄与するため、
家賃が月額１万円以上３万円未満の場合は月額６千円を、家賃が月額３万円以上６万円以下の場合は月額１万円を助
成している。

※利用者数…１０１人（平成３０年度）、９９人（令和元年度）
【令和元年度決算額　１１，６９８，０００円】

継続

その他見直し（現
状にあった制度
の内容について
調査・研究）

利用者数は近年横ばいの状況ではあるものの、制度開始
より一定期間が経過していることから、対象要件となってい
る家賃相場の妥当性をはじめ、新規申込者数の推移、近
隣市の事業について分析するなど、引き続き、今後の制度
のあり方について調査・研究を進められたい。

9
地域包括支援センター事
業費
【介護保険室】

市内に２か所の地域包括支援センターを設置し、高齢者を対象に、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等による
チームアプローチにより、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント、一般介護予防事業、総合相談支援、権利擁護、
包括的・継続的ケアマネジメント支援を行っている。

※総合相談件数…３，７６１件（平成３０年度）、４，３０１件（令和元年度）
【令和元年度決算額　４５，９６９，０００円】
国庫補助金：１７，６９８，０６５円
県補助金：８，８４９，０３３円
保険料：１０，５７２，８６９円

継続

拡充

市内３か所目となる地域包括支援センターの着実な整備を
図るとともに、今後も、高齢者人口の増加や利用者のニー
ズの動向に注視しつつ、引き続き、高齢者が地域で安心し
て暮らすことのできる地域包括ケアシステムの核となる事
業とされたい。

10
児童センター・児童館管理
運営費
【福祉・児童センター】

市内５館で、来館する児童への安全・健全な遊び場・居場所の提供を行っている。更に、さまざまな事業を行う中で、児童
の自主性・主体性・社会性を醸成するとともに、乳幼児と保護者を対象とした年齢別交流事業などを通じて、仲間づくりや
育児情報交換の場を提供している。

※事業の全参加者数…１３２，４６０人（平成３０年度）、１１２，３４４人（令和元年度）
【令和元年度決算額　４０，３７５，６５１円】

継続

改善・効率化

引き続き、利用促進に向けた広報等に取り組むとともに、
指定管理者制度の導入について、コスト面での具体的な比
較、及び、人材の活用に資するメリットや導入に伴うデメリッ
ト等のメリット・デメリットを整理して、調査・研究を進められ
たい。

11
がん検診等事業
【保健センター】

多くの市民にがん検診を受診してもらい、検診への意識向上とがんの早期発見・治療につなげることを目的として、胃が
ん検診、大腸がん検診、肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診を実施している。

※がん検診受診率…２０．６％（平成３０年度）、１９．９％（令和元年度）
【令和元年度決算額　９６，５３１，６８１円】

継続

改善・効率化

受診率向上に向けた取り組みを引き続き進めるとともに、
精密検査未受診者への勧奨に取り組まれたい。また、検診
の個別化については、受益者負担のあり方や国の指針に
合わせた実施方法の見直し等と合わせて、引き続き研究さ
れたい。
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12
乳幼児健診等事業
【保健センター】

対象者に対して個別に通知のうえ、保健センターを会場として集団による健康診査を実施している。実施にあたり、医師、
歯科医師、保健師、看護師、歯科衛生士、栄養士、臨時職員等を各健診毎に編成し、多面的な健康診査を行っている
（内科医師及び歯科医師は、蕨戸田市医師会及び蕨戸田歯科医師会に協力を得て行っている）。なお、４か月、１歳６か
月、３歳６か月は年２４回、４歳６か月は年１２回実施。
　
※乳幼児健診受診率…９３．１％(平成３０年度)、９１．８％(令和元年度)
【令和元年度決算額　９，２７８，９６９円】

継続

改善・効率化

疾病等の早期発見・早期治療、また、虐待予防等の観点か
らも重要な事業であるため、引き続き、未受診者への対応
に取り組むとともに、特に外国籍の方への対応について
は、受診案内の多言語化ややさしい日本語化、受診環境
の整備について研究されたい。

13
三世代ふれあい家族住宅
取得支援事業
【建築課】

子育て中の子世帯及びその親世帯の同居又は近居を促進するため、同居や近居のために住宅を新築又は取得した市
内在住５年以上の親世帯と子世帯の家族を対象に住宅の取得に係る費用の一部を補助している。近居住宅取得の場合
は10万円を上限に、同居のための建て替えの場合は30万円を上限に補助金を交付するとともに、昭和56年以前に建築
した住宅を建て替えて同居する場合に限り、20万円を加算している。

※市外からの転入者数（累計）…１３０人（平成３０年度）、１７６人（令和元年度）
【令和元年度決算額　７，１００，０００円】

継続

改善・効率化

子育て分野・福祉分野等の関連部署といっそうの連携を図
るなど、市外を含めた子世帯や市内の親世代に情報が届く
よう、周知方法の更なる工夫に取り組まれたい。また、終期
が定まった事業であるため、事業実施期間の成果について
検証を行い、今後の方向性についても研究に取り組まれた
い。

14
道路舗装新設改良事業
（私道舗装）
【道路公園課】

公道に代わる役割をもつ私道を、市民の通行の利便に供するため、私道所有者の申請により、現場確認の上、所有者全
員の承諾を得て舗装工事を実施している。原則として、公道と公道を結び、かつ幅員4ｍ以上の未舗装私道を対象として
いる。

※当該年度までの私道舗装延長実績累計…８，６１１ｍ（平成３０年度）、８，６１１ｍ（令和元年度）
【令和元年度決算額　０円】

継続

改善余地なし

数は多くないながらも、引き続き一定のニーズがあることが
見込まれる。今後も要望に対応するため、継続して事業の
推進に取り組まれたい。

15
消防団員活動費
【消防本部】

消防団は、火災、事故あるいは災害などが発生した際に消防活動を実施するほか、平常時においては災害救助等に必
要な技術の修練を行うとともに、近年では地域の自主防災訓練への指導を通じて、広報並びに予防啓発活動も実施して
いる。

※消防団員充足率…８２％（平成３０年度） ８３％（令和元年度)
【令和元年度決算額　１５，９６０，２０７円】

継続

改善・効率化

団員数の確保に向けて、女性やアクティブシニアなどの取
り込みにいっそう努めるとともに、市内在勤者の入団も含め
た対象要件の緩和など、対象者の拡大についても、近隣市
の状況も踏まえて調査・研究されたい。

16
市民葬事業
【福祉総務課】

故人に礼を尽くし、経費をかけずに葬儀を行うことを目的とした制度で、祭壇・火葬・霊柩車の費用の一部を市が負担して
いる。 葬儀を行う方が、市内３つの市民葬委託指定店に直接申し込み、仕様（２種類）により異なる料金を葬祭業者に支
払って葬儀を実施。葬儀終了後、委託指定店より終了報告書の提出を受けて、市負担分を委託指定店へ支払っている。

※市民葬利用件数…１８０件（平成３０年度）、１７４件（令和元年度）
【令和元年度決算額：１７，１１６，８９６円】

継続

その他見直し（制
度のあり方につ
いての検討）

事業開始から半世紀以上が経過しており、また、現下のコ
ロナ禍の中でも、葬儀形態は大きく変化している。そのた
め、今後の制度のあり方について、受益者負担の水準や
所得制限など、さまざまな角度から社会環境の変化に対応
した制度改正の検討を進められたい。
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